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国内生産 四国の 輸入 内需 輸入
(トン) 内四国 大阪 その他 シェア(%) (トン) (トン) 浸透率(%)
1997 65,503 34,980 26,180 4,343 53.4 48,804 114,090 42.8
2000 48,569 27,309 18,614 2,646 56.2 64,997 113,106 57.5
2005 26,126 13,643 11,491 992 52.2 85,212 111,189 76.6
2006 23,631 12,207 10,510 914 51.7 90,423 113,884 79.4
2007 21,321 10,546 9,930 845 49.5 89,882 111,040 80.9
2008 20,676 10,276 9,835 565 49.7 85,550 106,066 80.7
2009 18,698 9,380 9,209 108 50.2 83,064 101,665 81.7
2010 18,696 9,851 8,845 0 52.7 82,030 100,611 81.5
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ル期に年間 14 万トンまで増加してきたが、バブル崩壊以降減少し、98 年に 11 万トンを切るま
で減少、その後は 11 万トン前後で推移してきたが 2008 年に 11 万トンを切り、10 年には 10 万
トンになってしまった。他方、輸入数量は急激に増加、06 年には９万トンにまで達し、国内需
要の８割を占めるにいたった。 
その中で今治タオルの生産量は 90 年の５万トンをピークに減少はじめ、95 年には輸入が今
治の生産量を上回った。2006 年以降輸入量は減少傾向にあるが、リーマンショック・世界同時
不況以降は国内需要も減少気味で、今治タオルの生産量は１万トン程度で停滞している。2010
年段階で、国内需要 10 万トン、内輸入 8.2 万トン（シェア 81.5%）で、国内生産は１.９万トン
弱（18.5%）である。そのうち今治は 9,851 トンで、国内生産量の 52.7%を占めるとはいえ、戦
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後最盛期（1991 年５万トン）の２割弱（19.6%）にまで減少した。生産額もピーク時（75 年）
の 816 億円から減少を続け 91 年には 700 億円を切り（674 億円）、97 年に 497 億円、2000 年に
は 388 億円と 400 億円を割り、09 年には戦後最低の 133 億円まで減少した。その後若干の増加




ナムの伸長が著しい。中国は、06 年には数量で７万トン弱（90 年比 6.4 倍、金額で 07 年に 511.5
億円（90 年比 8.4 倍）と増大し、日本の全輸入量の 82.4%、金額の 86.4%を占めるにいたった。
また、ベトナムは、90 年の 1,500 トン、８憶円強から 2010 年には 1.6 億トン弱、68 億円強（90



































1965 309 8,051 6,400
1970 333 9,665 6,403 28,648
1975 497 8,215 10,007 372 28,814 4,216 12.8
1980 481 7,073 9,807 579 37,660 8,513 18.4
1985 437 6,474 10,045 816 47,583 7,716 14.0
1990 390 6,533 10,732 706 48,710 16,674 25.5
1995 284 5,583 8,314 573 40,333 39,529 49.5
2000 219 4,237 6,288 388 27,309 61,998 69.4
2005 159 3,213 4,519 194 13,643 85,212 86.2
2010 129 2,508 3,515 150 9,851 82,030 89.3
2011 125 2,490 3,455 152 10,014 81,472 89.1
注：空白部分は数値不明
    タオル輸入数量にはタオルケットを含む
　　輸入割合は四国の生産数＋輸入数に占める割合
出所：四国タオル工業組合データより作成





・企業数－1959 年の 161 社から 76 年には 504 社と増加傾向を示していたが、それ以降減少傾
向が続き、89 年に 400 社（398 社）、95 年に 300 社を割り（284 社）、2011 年末現在企業数 125
社（うち組合員数 121）と最盛期の 1/4 となった。 
・換算織機台数*4－企業数と同様 73 年に 10,000 台に達し、その後、10,000 台前後で推移してき
たが、92 年の 10,732 台を最多に以降急激に減少を続け、2004 年に 5,000 台を割り（4,766 台）、
08 年には 4,000 台を切り（3,908 台）、2011 年末では 3,455 台と最多期の 1/3 までに減少してい
る。 
・従業員数－男は造船、女はタオルと言われた今治タオルの従業者は、1966 年に 11,048 人の
従業員数を記録し、労働市場から見れば今治市の重要産業の位置を占めていた。その後は減少
傾向が続き、99 年に 5,000 人を切り（4,944 人）、2007 年には 3,000 人を割ってしまい（2,896
人）、11 年末で 2,490 人（うち組合企業の従業員数 2,422 人）と、これまた最多期の１／４に減

















年 数量(トン) シェア(%) 金額(100万円) シェア(%) 数量(トン) シェア(%)
金額
(100万円) シェア(%)
1990 10,915 65.5 6,093 55.6 1,511 9.1 825 7.5
1995 29,159 73.8 16,177 67.9 5,112 12.9 2,946 12.6
2000 45,521 77.3 28,140 77.3 9,495 16.1 4,625 12.7
2005 64,719 81.3 42,553 84.4 12,255 15.4 4,858 9.6
2006 69,742 82.4 49,205 86.0 12,641 14.9 5,008 8.8
2007 68,711 81.6 51,149 86.4 13,586 16.1 5,521 9.3
2008 64,438 80.2 46,895 84.9 13,266 16.5 5,494 9.9
2009 59,238 75.9 39,682 81.4 15,275 19.6 6,066 12.4




1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2011年
企業数(社)  170(145)  333(234)  481(483)  390(381)  219(218)  159(156)  129(125)  125(121)
織機台数(台) 5,747 6,403 9,807 10,732 6,288 6,288 3,515 3,455
従業員数(人) 　　　－ 9,665 7,073 6,533 4,237 4,237 2,508 2,490
注：企業数の（　）は組合員企業、換算台数は小数点以下第１位で四捨五入、1960年の従業員数は不明
出所：四国タオル工業組合資料より作成
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ザイン業が５社である。 
タオル製造業の経営規模を見るとは、従業者数が一番多かった 1966 年でさえ１企業当たり
35.4 人であり、2011 年末の従業員規模別構成は、従業員数 20 人以下の企業が７割を占めてお
り、300 人以上の企業は０である（表５）。平均すると１企業 19.9 人である。そして多くは会
社組織になっているとはいえ、創業者、その息子、孫が２代目、３代目として経営を継ぎ、そ
の一族が役員になっているなど、家族経営的要素の強い経営体である。しかも、工業組合加盟
125 社のうち、「実際に稼働しているのは 100 社程度で、産業として成り立っているのは 70～80
社ではないか」、「多くは零細企業で、それらは後継者もなく、このままいけば自然廃業の道を
たどるのではないか」（11 年 12 月、組合専務理事談）と見られている。 
なお、従業員の年齢構成のデータはないが、四国タオル工業組合によれば、高齢化が進んで
おり、平均年齢はおおよそ 50～55 歳と思われるとのことであった。 
 タオル産業は、小零細企業が多く、労働集約型産業であり、生産現場は３Ｋ職場と言われる。
 














研究」(p.201) www.taf.or.jp/pablication/kjosei_24 より転載 
3人未満 4-20人 21-30人 31-50人 51-100人 101-300人      計
企業数(社) 28 58 11 12 9 3 121
従業員数(人) 24 644 275 463 607 409 2,422
注：組合員企業のみ（非組合員４企業・68人を除く）
出所：四国タオル工業組合提供










































































































第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 1-6回
試験年月 2007.9 2008.4 2008.9 2009.9 2010.9 2011.9 　　計
受験者数(人) 284 209 227 247 235 291 1,493
合格者数(人) 187 151 107 155 165 171 936
合格率(%) 65.8 72.2 47.1 62.8 70.2 58.8 62.7
出所:四国タオル工業組合データより作成















オル素材を使った諸商品の企画、生産、販売まで手掛けるＳＰＡ（speciality store retailer of 
private label apparel）に移行してきた。もちろん、海外有名ブランドとライセンス契約を結んで
ＯＥＭ生産も行っている。資本金 8,000 万円、従業員数 130 人（美術館を含む）、年商 100 億円、
そして中国・大連市とベトナム・ホーチミン市に現地法人・製造工場を持つ、今治タオル業界
のトップ企業である。 
 1992 年に大連市に、大連一広毛巾有限公司を設立－資本金 157 万ドル（一広 82.5%、伊藤忠
商事 17.5%）、敷地約３万㎡、建物面積 3.7 万㎡－94 年からタオルの一貫生産を開始した。現在、
表７ 今治タオル企業の中国進出状況 
企業名 所在地 資本金 従業員数(人)  業務内容 進出年
日本本社名 ㈱ハートウエル 今治市 3,026 160   タオル製品企画・製造・販売
　　中国社名 　天津華徳温紡織 天津市 915.5 400   タオル製造・販売 1992
日本本社名 村上パイル㈱ 今治市 1,000 40   タオル製造・販売
　　中国社名 　大連賽達服装 青島● 1992
日本本社名 楠橋紋織㈱ 今治市 4,000 85   タオル製品製造・販売
　　中国社名 　南通楠橋紋織 南通市 646 1994   タオル製品製造・販売 1994
日本本社名 一広㈱ 今治市 8,000 130   タオル製品販売
　　中国社名 　大連一広毛巾 大連市 1,570 2,200   タオル製品一貫製造 1992
日本本社名 内野㈱ 東京都 24,020 826   繊維製品製造・卸
　　中国社名 　上海内野 上海市 2,000 2,170   タオル製品一貫製造 1993
日本本社名 旭染織㈱ 西条市 1,200 150   タオル製造、衣服身辺雑貨卸
　　中国社名 　大連旭染織 大連市 2,040   タオル製造・販売 1992
注: 1. 中国法人は有限公司  2. 旭染織を除いて独資、3. 資本金は日本本社は万円、中国社は万米ドル
　  4. 旭染織・大連旭染織はすでに倒産している
出所：各社HP、21世紀中国総研『KEY NUMBER』第19号(2005.11.1)より作成
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2006 年以降の売り上げは、06 年 29 憶円、07 年 29 憶円、08 年 33 憶円、09 年 27 憶円（取引
先の倒産あり）、10 年 29 憶円、11 年 31 億円である。従業員数は、ここ数年正規が 80 人前後（後
に述べる中国人研修・実習生を含む）、パート 20 名前後であり、2011 年の調査時点（12 月）で
は、正社員 75 人、パート 21 人であった。 
日本国内での製造原価の高騰、流通からの価格圧力が強まった中で、1993 年 中国江蘇州南







のものと色・柄・サイズが異なっている。中国法人の売り上げは、200 得年 15.4 億円、07 年
15.1 億円、09 年 16.0 億円、11 年 22.9 億円（予測）であった。なお、人件費は従業員数 700 人
で月 2,800 万円という（日本本社は 90 人強で 2,000 万円である）。つまり 1 人当りの人件費は
日本の２割強でしかない。 




ている。毎年 20 人近くの研修・実習生がいる。彼女らのために寮を用意してある。 












卸小売業である（資本金 2 億 4000 万円、従業員数 826 人－2010 年８月現在）。1993 年に中国・
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その結果、もちろん今治タオル関連企業だけではないが、３市で 03 年から 07 年までに述べ






いところ 10 社位が受け入れていたという（鍋島専務理事談）。 
 そして彼女らは工場で他の従業員と一緒に働くのである。つまり、実習生名目で一般従業員
























































*3 『季刊マーケッティング・ジャーナル』09 年 9 月号 
*4 換算織機台数とは、筬幅 57 インチ以上、86 インチ未満の普通織機（有杼織機）の生産能力を 1 とし
て、それぞれ筬幅・機種毎に能力倍率をかけて算出したもの 
*5 inc.iyobank.co.jp/topics/press/130319 
*6 Alibaba JAPAN（http://www.alibaba.co.jp/companydetail/5000690.htm） 









*10 2010 年 10 月西条市商工労政課／市民生活課 
*11 NNA.ASIA「モノづくり最前線」2007/12/18 http://nna.jp/free/chana/interview/201_300/0287.html 
*12 内野㈱「報道番組『存亡の危機からの奇跡の復活！タオル産地・今治の挑戦』に対する当社見解（詳
細）」http://www.uchino.co.jp/news/reliase200912b.html 




１．本稿は、社会科学研究所で行った 2011 年度夏期実態調査と同年 12 月９、10 日および 16、
17 日に筆者が実施した「今治タオル産業の中国進出調査」に基づいている。その際、四国タ
オル工業組合専務理事・宇高福則氏、楠橋紋織㈱代表取締役社長・鍋島博志氏、一広㈱代表
取締役社長・越智逸宏氏に大変お世話になった。また、四国タオル工業組合からは貴重なデー
タの提供を受けた。宇高氏、鍋島氏、越智氏に記して感謝の意を表しておきたい。 
２．本稿は、専修大学の2010年度、11年度の研究助成「人事労務管理の変容に関する実証的研
究－在外日系企業の人事労務管理の実態－（３）」、同（４）および専修大学社会科学研究所
のグループ研究助成Ａ「中国社会研究」（2010－2011年度）の成果の一部である。記して感謝
の意を表しておきたい。 
